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本論文は，経営者機能に関する研究と中堅企業の経営者に対する調査
に基づいて，彼らがどのように行動し，そのためにどのような能力を用
いているかを述べる。研究レベルでは，経営者はさまざまな能力を，そ
れも高度に必要とされている。しかし，実際の経営者にもいろいろな人
がいる。必要とされる能力をバランスよく具えている人もいれば，ある
能力は非常に突出して発揮している一方で，その他の能力が欠落してい
ながら企業を成長させている人もいる。能力が必要かどうか，という視
点ではなく，必要なのは分かっているが，実際には具わっていなくとも
経営者機能を果たしている現実を説明する。あくまでも筆者の調査に基
づく一つの事実の披瀝を目的のであって，決して経営者機能に関する過
去の研究に対する批判を目的としない。それらに対する再確認と，いく
つかの新しい提案を試みる。
１．群盲評象
経営者機能に関する研究は，論争の歴史だったようだ。先達たちも実
際に企業者を徹底的に観察して導いた結論なのだろうから，そこに何故
論争が起こり，べき論，規範論，理想論が跋扈するようになってしまっ
たのか。まさに群盲評象状態の出現である。群盲評象とは，多くの盲人
が巨大な象の触った部位により感想が異なり，それぞれ自分が正しいと
論 説
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主張して対立が深まる寓話である。厳密に言えば，それは一頭の象，す
なわち同じ対象で起こったことである。企業研究者も企業という同じ対
象を見ているという仮定を置く。しかし実際は，企業は個々に異なり一
頭の象ではない。ある地域に生息する生物を調査する際に，研究者たち
が「生物は一種類しかいない」という仮定を置き，おのおの一個体ずつ
採取した生物について観察し自らの感想を述べ合えばどうなるのか。た
ちまち不毛な議論に陥るだろう。生物の多様性を認めたからこそ，そし
て莫大な観察記録の蓄積を行ったからこそ，特徴が類似している生物同
士の分類がなされ，進化の過程が解明されたのである。経営学は，企業
をブラックボックスとして扱う経済学から派生し，理論化，抽象化した
ため，企業の多様性を無視してしまった。企業は生物と同じように，業
種や規模を見ただけで明かに，そして瞬時に多様であることが分かるは
ずなのに，中の戦略も組織も経営者も同じように機能すると考えられて
いる。「企業は一種類しかない」という強い信念があって多様性を否定
したのではなく，「一種類しかない」と暗黙に仮定することによって理
論化を容易にしたいのである。
群盲評象は，最後に王が盲人たちを諭して問題を解消する。経営学の
場合は企業を知り尽くした王は存在しない。だからこそ議論百出，百家
争鳴ができる。ただし，無責任な諸説紛々では困るし，第一，企業は変
化していく。できるだけ多くの回数，多くの企業を観察し，事実を述べ
た上で解釈を試み，他の研究者とも議論を進めていければ，経営学の発
展の糸口が見えるかもしれない。
２．経営者研究の阻害要因
戦後の日本経済を振り返ってみれば，高度成長，オイルショック，プ
ラザ合意，バブル景気とその崩壊，ITバブルと崩壊，過去最長の景気
回復，リーマンショック，そして東日本大震災と原発事故，超円高，こ
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れぞ明治維新以来の大変革期だと思える出来事が目白押しだった。日本
は巨額の財政出動というカンフル剤を注入して，それぞれの不景気が恐
慌に陥るのを食い止めることに成功した。ただし日本の公的部門の債務
は膨れ上がり，GDPの２００％を超えてしまった。それでも歳出を見直す
動きは政府にも国民にもない。
こういった多くの脅威と機会において，うまく対応できた企業もあれ
ば，変化の本質をとらえきれないまま市場から退去させられた企業も
あった。また，新しい市場と技術の波に乗って，急速に力をつけ規模を
拡大させた新興企業もある。成功した企業でも失敗した企業でも，成功
へ導くための舵取りという権限を持ち，最終的に意思決定を下し，全責
任を負っている人間が，経営者である。経営者の意思決定は企業経営に
とって重要であると位置づけられるにもかかわらず，経営学において日
本企業の経営者の実態を本格的に究明しようとして研究書にまでまとめ
た研究者は，私の調べた限り３者と非常に少ない。
その３者とは，奥村昭博（１９８２）１），清水龍瑩（１９８３，１９８４，１９９０，
１９９８）２），三品和広（２００４，２００７）３）である。なぜ少ないのだろうか。ま
ず阻害要因を考える。そして過去の経営者研究について比較分析する。
２―１ 他変数の影響
経営者研究が滞る理由の第一は，企業の運営と結果としての業績が，
経営者個人の意思決定もさることながら，他の変数に大きく依存してい
ると考えるからだろう。経営学は主に大企業を対象としており，大企業
には多くの従業員がおり，多くの製品を作り，広い市場に提供するため
１）『日本のトップ・マネジメント』ダイヤモンド社
２）順に『経営者能力論』『企業成長論』『大企業の活性化と経営者の役割』『日本
型経営者と日本型経営』いずれも千倉書房
３）順に『戦略不全の論理』『戦略不全の因果』いずれも東洋経済新報社
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の複数の組織が存在する。大企業の周りにはさまざまな利害関係者がお
り，技術革新があり，ユーザーのニーズが変化していく。これだけ考え
ても，企業の運営と業績が，経営者一人の意思決定よりも，他の変数か
ら受ける影響の方が大きく見える。
主力製品の開発から製造，販売に携わる組織とその責任者の行動に関
する研究が進み，ミドル・マネジメント論が台頭してきたのは周知のと
おりである。経営者が方向性を示して組織に大幅な権限を与えれば，そ
れ以降，組織はミドルを中心にして自律的に業務を遂行し，自動的に革
新的なプロジェクトに躊躇なく取り組んでいく姿が理想とされた。トッ
プ・ダウンで構築された計画を忠実に実現するだけではなく，現場がも
つ様々なアイデアを反映させ，時として，根本から従来とは異なるビジ
ネスを始める必要があるという。しかし，経営者の理解なしに，リスク
の大きい従来とは異なるビジネスは始められるのだろうか。
組織学習の重要性は，ここで改めて指摘するまでもない。ただ，組織
学習は，経営者が想定したある一定の大きな枠組み，大前提の中での学
習である。その範囲内の相対的に小さな枠組みや小さな前提が日々変化
していくので，それに合わせてミドルが経営者に指示されるのではなく
自発的に先頭に立って組織も学習し直しましょう，というものである。
企業が存亡の危機に直面するのは，大きな枠組みや大前提が崩れるとき
であり，ミドルが率いる組織学習では克服する可能性は低い。さまざま
な条件が重なり，組織学習が企業の危機を救ったと思われるケースはあ
ろう。小さな前提の変化に合わせて組織学習を繰り返すうちに，相対的
に大前提を見直す必要に迫られ，定義し直すこともあるかもしれない。
それも結果オーライである。しかし，そのような成功例の影に，同じこ
とを試みたにもかかわらず失敗した例がどれだけあるか分からない。経
営者は企業全体の目的達成にむけた全権限を与えられ，最終責任を負っ
ているのである。そこに経営者を研究対象とする第一の意義がある。
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２―２ 意思決定過程に関する情報不足
以上の結論に達しながら，なお経営者研究が少ないのは，経営者の意
思決定を研究対象にしようにも，その意思決定過程にアクセスできる材
料が乏しい，という現実がある。確かに，我々は日常的に新聞やビジネ
ス誌，テレビのドキュメンタリー番組などから，そして研究論文からも
経営者のモノの考え方や見方，判断基準などの情報を得ることができる。
これらは本当に貴重であり，それに基づいて考察を進めることは可能で
ある。しかし，貴重といえども残念ながらそれらの情報は，以下の理由
から不十分と言わざるを得ない。
第一に，記者や論文執筆者，編集者の意図が少なからず加えられてい
る二次データであることを承知の上で使わなければならない点である。
やはり研究者としては一次データが欲しい。アンケート調査，面談調査，
完全密着調査など，どれもコスト，サンプル数，バイアスに一長一短が
ある。
アンケート調査はコストを抑えながら短時間で大量の情報を収集する
のに威力を発揮する。その一方で，回答者が本当は誰なのか分からない。
また，回答内で矛盾や疑問点があっても，簡単に聞き直せない。調査主
体（研究者）の仮説に基づいて調査項目を決めるので，項目以外の新発
見はできない。面談調査はコストも時間もかかるが，アンケート調査よ
りも質的に深い情報を得られる。回答者と対峙するので，言葉だけでな
く表情や声の抑揚，目の動きで本当に言いたいことが伝わってくる。会
社に訪問すれば，社員の教育度も分かるし，何を作っているのか，広さ
はどのくらいなのか，この匂いは何か，など，回答内容の裏を取ること
ができる。調査主体が仮説を提示しなければ，新しい発見がどんどんで
きる一方で，仮説が簡単に崩れることもある。完全密着調査は，非常に
コストと時間がかかり，数は限られる。その一方で，調査対象の一挙手
一投足を把握でき，どこから情報を入手し，誰に指示を出しているのか，
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その会社の機密に近いところまで迫れる。どの方法を採用するかは，調
査目的に依存する。いずれの方法も，調査主体の工夫次第で，さまざま
な情報が得られる。また，回答者の信用を得るには調査主体がある程度，
実績がなければならないが，あまり実績があり過ぎると，かえって回答
者が事前に調査主体の仮説を調べ上げてしまい，その仮説に沿った回答
しかしなくなる。新しい発見のないつまらない調査になる。
経営者の意思決定過程について，各種メディアや研究論文からの情報
では不十分であるという第二の理由は，その多くが成功体験に基づく情
報だからである。急成長や好業績，Ｖ字回復を成した企業の意思決定，
戦略，組織が全てあたかも最善であったかのような錯覚をもたらす。い
わゆるハロー効果という認知バイアスが働きやすい。業績不振にあえぐ
企業や倒産企業の意思決定，戦略，組織とどのように違うのかを探究し
ない限り，本質的な違いを見出すことはできないだろう。メディアや調
査者の取材に応じる企業は，宣伝目的の場合もある。メディアは広告収
入が欲しいがために不振業績企業のネガティブな情報は流したがらない
し，調査者もできる限り調査を続けたいので，悪いことは書けない。イ
ンタビュー調査も同じ限界がある。インタビュー調査に応じてくれる経
営者は，その時点で業績が少なくとも悪くないから応じてくれるので
あって，業績が悪い会社の経営者は決して調査に応じない。経営者の話
も，過去の苦い経験はあまり話したがらないし，そこから得られた知見
は美化されているかもしれない。
２―３ 意思決定過程の不可視性
ようやく一次データにたどりついても，そのデータが正しいのか間
違っているのか，調査主体が判断することができない。これが経営者の
意思決定を究明することを困難なものにしており，経営者研究の少ない
第三の理由と考える。経営者が事実をどれだけ嘘偽りなく回答してくれ
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ているのかどうか，その場では確かめる手段がない。同じ企業の従業員
や，同じ地域の企業，同業者，取引先企業，銀行，報道関係者など，周
辺の情報を集めることによって，ある程度確認することができる。
また，経営者の意思決定過程は，他の役員との会議において情報交換
しながら行われているように見える。最終的に，役員や従業員，仕事仲
間，取引先などからの有形・無形の情報を収集し，彼（彼女）の頭の中
で有用なものを拾い出して結びつけ，１つ１つの判断を下している。意
識して結びつけている場合もあれば，無意識のうちに結びついて意思決
定に進んでいくものもある。したがって，経営者は決定事項を従業員に
伝えられても，そこに至る思考過程を，正確に言葉で表現できない問題
がある。それを彼らは「勘」や「直観」と言うことが非常に多い。
以上，経営者研究の阻害要因を考察した。「他変数の影響」「意思決定
過程に関する情報不足」「意思決定過程の不可視性」によって，研究者
は経営者を対象とする研究をためらうのだろう。現代日本企業の経営者
の実態を本格的に究明しようとした３人の研究者は，それらの要因を積
極的に克服しようとしたか，それとも消極的に回避しようとしたかの判
断は別項に譲るとしても，とにかく阻害と感じることなく真っすぐに押
し進めた。これからその３人の研究を，比較分析する。
３．経営者機能研究
日本企業は終戦時の財閥解体から復活すべく，欧米企業に追い付くこ
とを目的に心血を注いだ結果，１９７０年代は相手の背中が見えるようにな
り，８０年代に本当に追いついたことを実感しつつあった。日本企業とし
ての一定の成功を上げたと看做されたこのような背景から，内外の研究
者が「日本的経営」に注目した。バブル景気に沸いた８０年代後半を経
て，９０年代はバブルが崩壊し，その後，「失われた１０年」もしくは「失
われた２０年」とも言われるほどの景気低迷期にある。奥村は成長期の
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１９８０年代初頭，清水龍瑩は成長から低迷への転換点に当たる８０年代から
９０年代，三品は明らかに低迷期の２０００年代にそれぞれ日本企業の経営者
に関連する研究を著した。
３―１ 奥村研究
３―１―１ 戦略の位置づけ
彼はかねてより「伝統的経営学は（中略）トップの現実の行動とはな
ぜかひどく乖離したものだった」と感じ，「経営者の現実の行動を説明
する理論が必要と考えた」という。そして「これまでのわれわれが抱い
てきたトップ・マネジメント像を提供してきたのは，アメリカ経営学，
あるいはその背景に存在しているアメリカ企業のトップ・マネジメント
であった」として，日本企業のトップをその研究対象として，できる限
り現実の立場に立ち，それを理論的に解釈しなおすことを研究目的にし
た。
奥村が注目したのが，日本企業の取締役会の位置づけとそのメンバー
の役割である。彼は取締役会の機能を「組織を取り巻く環境からの脅威
（不確実性）を取り除く」こととし，「取締役会メンバーと社内執行トッ
プ・マネジメントはほとんど一致している」ことから，日本企業の経営
陣が持つ特殊性を強調した。また「日本の取締役が担当重役制を採って
いること」も指摘している。前者は，戦略の決定と実施とが同一メン
バーであることを意味し，後者は，ひとたび戦略が承認を受けると同一
メンバーがその決定案に対して深いコミットメントを持って執行に当た
ることを意味する。
奥村は，「戦略は，組織という一つの情報複合体の中からにじみ出て
きた小さな意思決定の積み重ねから生み出され，組織およびその成員に
よって実行され」るものと定義する。この定義によれば，戦略とは，経
営者が「明確かつ具体的な意思を当初にはもたず」，ミドルかそれ以下
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の部分から湧き上がり，組織で取りまとめられ，それを組織の代表者で
ある役員が取締役会に上程した後に承認を受け，実施に移されるという
流れになる。戦略は「一人の天才的企業家が出てきて，一挙に作り上げ
るものではなく」，組織が戦略プロセスの主体となる。いわゆるボト
ム・アップ型が念頭にある。と同時に「戦略とは，当初に意図されたビ
ジョンを実現しようとして組織が，試行錯誤を繰り返しながら体現して
いく一つの学習の過程」とも述べている。ビジョン構築は全社戦略とし
て経営者の専任事項であり，ミドル以下はそれをブレークダウンして各
組織の戦略，すなわち事業戦略を策定，実施していくことも想定してい
る。トップ・ダウン型も可能性として残されるが，彼の議論の中心は，
あくまでも組織である。全社戦略と事業戦略との区別があいまいなまま，
戦略という言葉を用いているように見える。
３―１―２ 戦略シフト
戦略とは学習の過程であり，行動パターンを形成し，このパターンの
集積が行動様式となり，この行動様式が組織の慣性力となるという。経
営者の機能の一つは，組織の能力を目標達成に向けて引き出すことであ
る。一方，環境の大きな変化があった場合には，それに対して企業は適
応しなければならず，戦略をシフトさせる必要がある。経営者は臨機応
変に組織慣性力の維持・修正と戦略シフトとのバランスをとるだけの
リーダーシップが求められるのである。少なくとも，組織による学習で
は全社戦略のシフトは不可能である。
ここで奥村は「戦略シフトとは，単に戦略を変えるばかりでなくその
組織の性格自体を変えることを意味する」とする。それには組織構造，
経営管理システム，組織カルチャー，思考法，行動様式など，組織の存
立基盤に大きく関係するものまで含まれる。しかし，その全てを変える
のか，一部を変えるのか，十分に論じられているとは感じられない。一
般的に，強いところは残し，弱いところを変えるのだろう。全てを変え
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なければならないようであれば，戦略シフトをする前にその企業の存立
基盤など失われているはずである。経営者はいつどこで，どのようにし
て戦略シフトの必要性を感じるのだろうか。何を変えれば良いと判断す
るのだろうか。奥村はパフォーマンスの低下とトップ・リーダーの知覚
的危機感とが戦略シフトの引き金になると指摘しているが，具体的にど
のパフォーマンスなのか，どのような知覚的危機感なのかは特に述べて
いない。
３―１―３ 奥村研究の意義と課題
戦略を一人の天才的な経営者が策定するのではなく，組織が学習を通
じて形成していくものとしてとらえ，その戦略の策定と実行の意思決定
が取締役会において同一メンバーによってなされることが，日本とアメ
リカの決定的な違いとして強調した。そのために，戦略実行に際して
人々のエネルギーを集中させやすいことを強調した点に意義がある。す
なわち経営者の役割は，組織の能力を目標達成に向けて引き出すことで
ある。また，環境が安定している際には，従来の組織の学習能力を強化
し，環境変化があった場合にそれに適応するため戦略シフトが必要だと
した。ただ，その戦略シフトの内容は多岐にわたり，具体的にどのよう
な環境変化に対してどのように対応すればよいのか，経営者の具体的な
役割について提示されなかった。組織の全てを変えるといっても，何か
を軸にして市場なり製品なりを変えていくしかできないのではないだろ
うか。全てを変えてしまうことが，本当にその企業の存続につながるの
であろうか。戦略シフトの成否を評価する基準も示されていない。
３―２ 清水龍瑩研究
３―２―１ 新製品開発
日本企業の経営者に関する研究書としては，清水龍瑩が一番多く書き
残した。清水（龍）の研究の特徴は，実証研究である。３０年間にわたり
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のべ３万社の上場製造業に対してアンケート調査を行い，通商産業省，
経済産業省の総合経営力指標のデータ蓄積に貢献したばかりではなく，
自ら開発した統計手法QAQFを用いて企業成長の条件を探った。また，
上場企業の経営者３００人（そのほとんどが代表取締役社長もしくは会長
であり，その他の団体の代表にも会っている）にインタビュー調査を行
い，経営者の機能，能力について明らかにした。
清水（龍）は，企業の目的をその長期の維持・発展とし，そのための
利潤，利潤のための新製品開発，そのための組織のあらゆる人々の創造
性の発揮，そのための組織の活性化，経営者の機能というロジックで話
を展開した。その中で特に強調したのが，新製品開発と組織の活性化と
の関係である。新製品開発は人々に発想の転換を要求し，能力開発を促
しやる気を起こさせ，組織全体の活性化，さらなる新製品の開発へとつ
ながっていく，と主張している。
３―２―２ 戦略的意思決定
清水（龍）は，新製品開発の道筋をつける上で，経営者の機能が必要
で，それは将来構想の構築，戦略的意思決定，執行管理の３つに分かれ
るという。「将来構想」は「１０年後，２０年後の自社を取り巻く環境を洞
察し，その中で自社のあるべき姿を想定すること」である。限られた資
源を効率的に用いて最大限の成果を得ようとすれば，どこかに集中投下
するのがよく，将来構想はその判断の拠り所となる。戦略的意思決定は
「保有する経営資源に適合そるような戦略を選択すること」である。限
られた時間で複数の経営者の中で戦略を策定，実行していくためには，
経営陣内での政治的駆け引きを極力避ける手段が必要となる。カシ・カ
リの論理は，経営陣内で日常的な信頼関係を構築し，根回しは，ある重
要な審議事項について日常的な信頼関係をベースに合意を公式決定前に
取り付ける行為であり，その上で公式の決定プロセスを踏むのである。
そうすることで「集団的意思決定を，革新的で迅速に行う」ことができ
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る。そして，最終的には経営者が機の熟すのを見極めて，正式に意思決
定をする。清水（龍）の「執行管理」の概念は，従業員の動機づけから
意識改革，財務管理に至るまで非常に幅広い。
経営者機能を果たすために，状況に応じて様々な能力が必要となる。
いかなる組織のリーダーにも基本的に洞察力，野心・執念，相手の立場
に立ってものを考える能力の３つが最低限必要だという。
３―２―３ 清水（龍）研究の意義と課題
上場企業に対する膨大なアンケート調査と経営者インタビュー調査は，
清水（龍）研究のロジックを裏付ける強力な根拠となっている。経営そ
のものに潜むさまざまな対立する概念を無理に整除するのではなく，平
易な言葉でありのままを述べた意義は大きい。ただし，その主眼は戦略
決定プロセスを明らかにすることであり，もちろん経営者の情報収集な
どに関しても述べているが，やはり内向きな印象を拭えない。カシ・カ
リ，根回しなどは隠然として重要な要因であるに違いないが，市場のグ
ローバル化に伴い環境変化が激しく，従業員の多国籍化，経営者の多国
籍化が進展したことを考えれば，最早通用しなくなってくる部分が生じ
ている可能性がある。
３―３ 三品研究
３―３―１ 戦略不全
三品は戦略を，長期収益の最大化に直接関与する営為だけを切り出し
たものとし，「似て非なるもの」を作り出すことが重要だと指摘した。
また，戦略は非合理性，非可分性，非可逆性という性質を持ち，その上
で，日本企業が戦略不全に陥っているのではないか，という疑いから，
超長期の財務分析，ケーススタディ，長期在任経営者分析を駆使し，不
全の状態と，そこから脱却するための処方箋を示した。
３―３―２ 事業観
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三品は，戦略プロセスの中にあって変らないものが経営者の頭の中に
あり，経営者が個々の判断を下す際に参照する，判断の拠りどころを
「事業観」と呼んだ。意味解釈の体系から始まる基本辞書が膨らんで，
まずは因果関係の体系を含むようになり，さらには優先順位の体系を含
むところまで拡充すると，翻訳は深い理由に裏づけされた判断，そして
行動に直結する。さらに優先順位の体系が頭の中で充実してくると，そ
の上に自らが携わる事業の見方とでも言うべき基本認識が成立する。こ
れがさらに強くなると，「この事業はかくあるべし」という確信に最後
は発展するのである。事業観とは，こうした体系の階層を網羅する概念
である。
３―３―３ 三品研究の意義と課題
三品研究の意義は，戦略の良否は経営者の主観的な事業観であり，そ
の階層構造を明らかにし，重要性を指摘した点にある。彼は経営者に完
成度の高い事業観を求めている。そして，過去の戦略論では悪い競争構
造に陥った企業につける薬はなく，従業員の創造性を待つしかないと指
摘する。しかし，彼の主張する構図の戦略の場合も，さまざまな育成方
法を示すものの結局は経営者に確信を持ちなさいとしか言えず，彼らへ
のアドバイスとしては必ずしも現実的ではないことが分かる。最初から
確信を持って経営している経営者がどれだけいるのだろうか。経営者の
確信は，強固で立派でなければならないのだろうか。それほど階層を経
てリニアに確立されていくものだろうか。少なくとも，中堅企業の経営
者は，目まぐるしく変わる競争構造に直面し，自分たちの事業観もそれ
に合わせて変えていかざるを得ず，確信も短期間のうちに不確実になり，
不確実なものが突然確信になる場合もある。
３―４ 上記以外の注目すべき研究
経営者の機能，役割については，海外のさまざまな論者によっても追
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究されてきた。それを簡潔にまとめた著作の一つが『企業者論の系譜』４）
である。その著者らは「企業者論を何らかの形で前進させた学者」に関
心を向け，学説史的，文献解釈的にアプローチした。数多くの学者の主
張が紹介され，吟味され，そして最後の章に，それまでの項目が列挙さ
れている。それは次の通りである。不確実性と結びついた危険負担者，
金融資本の供給者，革新者，意思決定者，産業指導者，管理者・監督者，
経済資源の組織者・調整者，企業所有者，生産要素雇用者，請負人，さ
や取り業者，資源配分者。その一方で，現実の経営者の行動を観察して，
その役割を明らかにしようとする学者も現れた。ミンツバーグによれば，
経営者は次のような役割を持っている５）。フィギュアヘッド，リーダー，
リエゾン，モニター，周知伝達役，スポークスマン，企業家，障害処理
者，資源配分者，交渉者。リーダーシップの観点からリーダー行動を分
析する研究者もいる。金井の研究対象は経営者ではなくミドルであり，
そのまま経営者の分析に敷衍可能かどうか議論のあるところだが，研究
結果は示唆に富んでいると思われるため紹介する６）。彼が主張するリー
ダー行動とは配慮，信頼蓄積，育成，達成圧力，緊張醸成，方針伝達，
戦略的課題の提示，モデリング促進，連動性創出，連動性活用，革新的
試行である。
４．経営者機能と能力
一般的に人間は，何らかの目的と能力を持って行動し，何かを変えよ
うとする。もしくは変えないようにする。それがその人の機能となる。
目的は意識される場合もあれば，無意識の場合もある。その変化の状態
４）ロバート・Ｆ・ヘバート＋アルバート・Ｎ・リンク著 池本正純＋宮本光晴
訳（１９８４） 原著The Entrepreneur, Robert F. Hebert and Albert N. Link１９８２
５）ヘンリー・ミンツバーグ（１９９３）『マネジャーの仕事』
６）金井壽宏（１９９１）『変革型ミドルの探求』
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能力 行動
機能
変化
知識
意欲
経営目的
経営者目的
企業目的（利害関係者の期待）
や結果を見て，次の行動を起こすかどうかを考える。何か変えた方が自
分自身に利益があると思えば，次の行動を起こす。それを繰り返してい
る。経営者に当てはめれば，ほぼ同じことが言えるが，組織が大きくな
れば，利害関係者が増え，単に自分のやりたいことだけを追求するわけ
にはいかなくなる。経営者の行動から何らかの変化が生じ，そこから利
害関係者も次なる変化を望むようになる。そして，経営者に対して，利
害関係者が満足するような新たな役割を期待するようになる。それが企
業目的となって，経営者の行動や経営者目的，経営目的を制約する（図
１）７）。
ここでは簡単に，能力は知識と意欲で構成され，行動は何らかの対象
の変化を期待して働きかける行為としよう。知識は無いよりもあった方
がよいし，意欲もそうだ。行動はできるだけ多くの対象に働きかけられ
ればよい。しかし，人間の能力と使える資源には必ず限界があることを
忘れてはならない。経営者も同じく，知識と意欲をもって，できるだけ
多くの対象に働きかけたい。経営者にとって，働きかける対象は，多く
の場合は役員と従業員，そして顧客である。
前述の経営者機能に関する研究を全て並列で述べるわけには行かない。
７）企業目的，経営目的，経営者目的については拙稿（２０１２）「中堅企業の経営目
的」『千葉大学経済研究』２７（２・３）pp.２８９―３１９を参照されたい。
図１ 経営者の能力と行動
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奥村，清水（龍），三品らの研究は，「日本の大企業における優れた業績
を導くための経営者の役割」について述べている。主に，組織のエネル
ギーを集中させることについて言及している。海外の研究は，経営者が
活動して生じた客観的な結果（変化）に注目し，経営者をその「変化へ
の遂行者」として考えている。ミンツバーグは経営者に対する密着調査
から，「全ての組織責任者に共通する行動」を抽出した。これは，他の
経営者研究の重要なベースとなっている。金井は，「変革型ミドルの特
性」である。筆者は中堅企業の経営者と面談する機会を作ってきたが，
そこから得られる知見と，上述の研究結果を併せて見れば，個々の機能
の対立をことさら強調しても無意味で，統合する方が建設的であること
に気づく。それぞれの項目は次元が異なることもあるし，相対立するこ
ともある。経営者の置かれた立場，扱っている製品やサービスの特徴に
よって片方を強調しなければならないとき，補完的な関係になるとき，
同時に両立させるときがある。
ここで一番に指摘しておきたいことは，経営者機能はさまざまあるが，
そのどれもが企業の中で「最終」であるという点である。例えば「不確
実性に結びついた危険負担者」や「意思決定者」とあるが，実際には経
営者から末端の従業員に至るまで，それぞれの立場でそれぞれの権限と
責任において危険を負担し，意思決定している。よって，経営者機能に
限定するのであれば，必ず企業目的達成のための「最終危険負担者」「最
終意思決定者」であることを意識しなければならない。
次に指摘することは，経営者は最終危険負担者であるものの，闇雲に
危険を負担するのではなく，その前段階で不確実性をできる限り排除し
ようとしている点である。奥村研究では直接言及されているし，清水
（龍）研究では将来構想，三品研究では事業観の概念が提示され，不確
実性排除者としての機能が示唆されている。不確実性とは，関連する要
素について将来の変化が分からないことである。それを排除するには，
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関係する要素を絞り込むこと，予測する時間的範囲を短くすること，絞
り込んだ要素について良く知ることの３つに行き着く。要素を絞り込む
ことは，事業領域の設定であり，前述の将来構想と同じである。予測す
る時間的範囲を短くするのは，長期を予測するより短期を予測する方が，
要素の変化の度合いが小さく予測しやすい，ということである。極端な
場合，将来を予測するのではなく，起こった変化に対して素早く柔軟に
対応することができれば，それはそれで良い。
絞り込んだ要素について良く知ることとは，技術情報，市場（トレン
ド）情報を探索，収集，分析することである。経営者は，他の従業員た
ちの誰よりも，見えないものを見る能力が求められる。そうすることに
よって，その企業にとっての大枠組み，大前提が崩れていないか，崩れ
そうなのか，当分大丈夫なのかを見極めることができる。技術に関して
知識があれば，その技術が今後どのように発展していき，周辺技術とど
のように組み合わせれば次の展開が出てくるかが時間軸上で理解できる。
市場に関して知識があれば，いつどの市場でどのぐらいの需要があるの
かを，これも時間軸で理解できる。しかし，本論文ではもう一歩，踏み
込みたい。それは金銭的嗅覚と，人間に対する本質的理解である。
４―１ 金銭的嗅覚
経営者は，あくまでも企業目的の達成度合いによって利害関係者から
評価される。主な評価軸は企業の維持・発展であり，そのための売上や
利益である。企業の維持・発展のためには極端な場合，利害関係者の中
で不利益を被るものが出たとしても，経営者は最終危険負担者であり，
最終意思決定者である限り，倫理的，常識的におかしくても合法的であ
ればどんな手段を講じても構わない。上述の過去の研究の中では，売上
や利益に関する知識について言及されることは少なかった。実際の中堅
企業経営者はむしろ，どのようにすれば利益が出るのか，売上を確保で
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きるのかを常に考えている。利益が出ずに資金繰りに行き詰れば，すぐ
に倒産の憂き目に遭って最終責任を問われるのだから，当然と言えば当
然のことである。それについて研究者の言及が少ないのは，観察しても
分からないからであろうし，特に日本の場合，利益が出ることに対して
世間の妬み，嫉みは厳しく，あまり経営者が言いたがらないという側面
もある。顧客がぽろっと話した言葉をヒントに，自社の技術開発力と生
産能力とを組み合わせて，瞬時に新しい工程が頭の中で描かれ，コスト
まで計算でき，その場で受注する経営者がいる。毎月，各部署から上
がってくる膨大な細かい数字から経営の問題点を指摘する稲盛和夫氏の
ような経営者がいる。いずれも金銭的嗅覚に優れており，それに基づい
て冷徹に意思決定していく。
４―２ 人間に対する本質的理解
経営者の働きかける対象が主に役員，従業員なので，働きかけた後に
彼らがどう動くかを予測できればよい。単に指示を出すだけで，経営者
の意図を全て汲んで動く役員や従業員は少ない。経営者の負担を最小に
しながら最大限の効果を生み出す働きかけの仕方も考える必要がある。
清水（龍）のカシ・カリの論理，根回し，金井の配慮，信頼醸成などが
それに該当する。もしそれらを包括的に表現するならば，それは経営者
による「人間に対する本質的な理解」と言える。特に，人間の弱さ，能
力の限界に対する理解である。組織が成立するのは，組織が人間個人の
能力の限界を補完するからである。顧客が金を払うのは，顧客の能力に
限界があって，金を払うことによって能力不足の問題を解決したいと考
えるからだ８）。技術や市場のことを全く知らず，金銭的嗅覚もないまま
８）取引の成立については，拙稿（２０１０）「中堅企業の長期成長能力」『千葉大学
経済研究』２５pp.２２９―２６４を参照されたい。
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企業を起こし，人間の本質を理解しているだけで，すなわち人柄だけで
人，もの，金，情報が自然と集まり会社を大きくした経営者もいる。も
ちろん，その過程でさまざまな知識や能力を身につけていったに違いな
い。
経営者は技術の知識，市場の知識，金銭的嗅覚，人間に対する本質的
理解のうち，どれかを他の従業員よりも持つことによって，行動した後
の変化を予測できる。それゆえ経営者足りえる。それが全く無ければお
飾りに過ぎない。全てをバランスよく持つ経営者もいれば，前述のよう
に極端に一つのことに特化して，他は従業員や外部に依存する経営者も
いる。企業の維持・発展に寄与するのであれば，どちらが良くてどちら
が悪いわけではない。
５．結語
中堅企業の経営者機能の本質と用いられる能力とは何か。日本内外の
研究と，独自のインタビュー調査に基づいて考察した。経営者はやみく
もに危険負担するのではなく，技術や市場の情報を集めて不確実性をで
きる限り排除し，自社の能力を鑑みた上で金銭的嗅覚を働かせ，いつ，
いくら売上と利益が出るかを判断する。そして人間の本質を理解して役
員と従業員をその事業へ邁進させる姿が浮かび上がった。ただし，企業
の属する産業や，企業が手がける製品，そして経営者が経験したことか
ら得意，不得意があることを忘れてはならないのである。
（２０１３年１月９日受理）
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Summary
The Function of CEO and His Ability in the Mid-sized Firms
Kaoru SHIMIZU
Although there are many overseas researches on a managerial func-
tion, there is little Japan’s research. Moreover, Japan’s researches are
restricted to the company with a large-scale organization. We describe
the managerial function of mid-sized firms, and the Ability.
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